


























(3)自動車公害の発生源対策,そ の 他 の 対 策 と課
題
(4)今後の課題
1.問 題 の所在 一一いま環境政策が問われて
いる一
いま日本 の環境政策は大きな曲 り角にきている。
とい うのは,最 近 の環境庁の環境行政が各 自治体
や地域住民の要求を充分に吸収 しないで,む しろ
産業界 の要求を受け入れる傾 向を示 しているよう
に思われ るか らである。その典型的な事例が最近
の公害健康被害者補償法(公健法)の 改正で は な
か ろ うか。 この主張には,最 近,大 気中の硫黄酸
化物(SO・)が減少傾向にあるので,公 健法を見直
し,地域指定を解除す るとい う内容のものである。
これは,ま さに環境行政 の後退ではなかろ うか。
公健法は,昭 和49年に発足 し,こ の13年間にわ
た り,大気汚染に よる被害者の救済をはか るうえ
で,か な り重要な役割を果 してきたQと ころが,
中央公害対s:.'a'会(「中公審」)は,・:.年10月
30日,現在ある41の大気汚染指定地域を全面的に
解除するとい う内容の答申をだ したのである。 こ
の答申は,従 来環境庁大気保全局自身が行 った33
万人を対象 とした疫学調査の結果,NO2が0.02^-
0.03ppm(年平均)以 上になると,慢 性気管 支 炎




「気管支ぜん息 の患者は,こ の10年間全国的 に
増加傾向にあ り,その増加率は,昭 和50年代後半
以降 の被認定者 の うちの気管支ぜん息 の患者 の増





が,科 学的に充分に解 明されてい な い。」 この後
者 の報告 は今後の課題であるとして も,こ の内容
が地域的指定解除になる必然性はないのである。
周知 のように,東 京都,川 崎市,横 浜市など大
都市を中心 に大都市地域においては窒素酸化物,
アスベス ト等の大気汚染に直面 し,そ の対策に追
われている。 ところが 「中公審i」答 申(1986年1p
月31日)は,「大気汚染 と健康被害 との関係 の評価
等に関す る専門委員会報告」 の内容に逆 行 し,指
一52一 地域環境政策の展開
定地域の全面解除を提案 したこと,な らびに同報
告書が強調 した幹線道路沿道 の汚染 と児童,老 齢
者等の弱者保護の留意事項な どを半ば無視 して し
まったことを どう国民に示す のか疑問はつ きない。
敢えてい う。 この点は,権 威あるとお もわれ る
「中公審」 の失策ではなか ったか。 この点に関 し
て,同 年11月1日,川崎市で開かれた第6回 日本
環境会議はい くつかの提案を した。本稿 に直接か
かわ る項 目を示 してお くとつぎの通 りである。
「1二 酸化窒素を地域指定の指標に追加すべ
きであ る。





行量 は年h増 大 し,特に乗用車の10～20倍の窒素
酸化物を排出す るとい う,大型車は増加の一途を
た どっている。沿道被害は,す でに現実の もの と
な っている。本年6月 発表の東京都調査は,こ の
ことを裏づけている。
3現 行の不十分な沿道 の測定体制を整備 し,
幹線道路沿道 の疫学調査を実施すべ きであ
る。 自動車沿道 の大気汚染は,三 大都市に限 ら
ず,全 国的規模で進行 して い る。『中公審答申』
は,す でに現実化 してい る沿道被害に 目をつぶ り,
『局地的汚染の健康影響について評価を行な うに
は,科 学的知見が充分でない』 と結 論 づ け た。
そ うだ とすれぽ,沿 道に関す る科学的知見の集積
のための諸施策は直 ちに実行に移 されなければな
らない。以下略」
この 日本環境会議の提言は,一 般国民がみて も,
きわめて,環 境政策的視点に立 った,当 然の提案





し,「汚 した者が跡を きれいにす るとい う社 会 道
理を無視 したもの と」 と強 く批判す る報告書をま
とめ,鈴 木都知事 に提 出 した。 この主 な内容を紹
介す る。
「窒素酸化物(NO。)を中心 とす る最近 の大気汚
染 と健康被害について,東 京都は今年5月,女 性
の肺がんや学童の肺機能低下などと関連性が示唆
され るとい う調査結果を発表 した。 ところが中公
審は,前 述 した ように10月31日,今後新 しい公害
病患者を認めない,な どを主な内容 とす る補償法
見直 しの答申を出 した。」報告書に流れている一貫
した主張は,「いかなる理由があろ う と も,汚 し
た者が跡を きれいにす るとい う極 めて常識的で社
会生活の基本 とな る道理を無視 し,『汚 され 損』
を認容す るに等 しい判断がなされたことは極めて
遺憾である」 と。今回の見直 しで汚染者負担の原
則が崩れ ようとしていることを強 く批判 している。
(「朝日新聞」,1986年,11月15日)
東京都でさえも国の環境行政は,こ れでいいの
か と問いかけてい るのである。東京都,川 崎市,
横浜市は,地 域住民の要求す る環境保全 ・創造を
どの ように守 ってい くかを改めて問われている。
この点で,開 発志向の国の行政 と,住民の環境保
全志 向の自治体 との矛盾 はかな り大 きい といわな
ければならない。に もかかわ らず,い ま自治体は
一貫 して地域住民のいのちとくらしを どのように
守 って,地 域社会の魅力 と活力にみちた都市づ く
りを していくかを問われている。つ ま りいま差 し
掛か っている大きな曲 り角を,市 民自治 の原理に
基づいて,環 境庁は軌道修正すべ きであると考え
る。 この視点か ら改めて,横 浜市における自動車
公害対策の問題点を示す と同時に政策科学的視点
に立 って,横 浜市におけ る自動車公害対策 のあ り
方 を吟味 したい と考える。
日本環境会議 の提言にあ ったよ うに,地 域にお
ける窒素酸化物 の状況を正 しく把握 し,今後の指
定地域 の材料にすべきことはもちろんである。こ
の点を,問 題意識 のひとつにおきなが ら,他方,
改めて,い まや激増 しつつある自動車排 出ガスを







を うけた。 この答申は,市 民サイ ドか ら,従 来の
公害対策の延長線上で,ど のように したら,自 動
車の走 行量に伴 う大気汚染,騒 音等の自動車公害
対策を実施 した らよいかを検討 したものであ る。
報告書は,こ の点 についてこ う指摘 してい る。
「自動車公害問題に対処す るため,こ れ まで,
個hの 自動車か らの排出ガスや騒音を規制す る発
生 源対策をは じめとして,道 路構造の改善策 の各
種対策が講 じられてきてお り,発生源対策に よる
一酸化炭素などの改善等に よる局地的な改善がみ
られた ものの,全 市的には,騒 音や二酸化窒素等
について環境基準を超 える地点が多 くみられ る。
この自動車公害問題の発生要因 としては,自 動
車交通量 の急増に より,幹線道路を中心に自動車
が集中 し,しか も,そ の道路沿道 に住居が密集 し
ている地域が多いこと,自 動車公害が物流や土地
利用な ど社会経済活動や市民生活のあ り方 と密接
に関係す る問題であるにもかかわ らず,こ れ らに
ついての取 り組みが十分 でなか った こと,さ らに,
従来の自動車公害防止対策は,局 地的に実施 され
た ものが多 く,広域的な視点か らの対応が不足 し
ていたことなどがあげられ る。」
この問題指摘は正 しい し,こ の問題点 にどのよ
うに,政 策科学的に対応するかであ る。
周知 のように して,今 日,官 民を問わず,一 般
市民の間には,自 動車が定着化 している。 このこ
とを前提 として,自 動車交通の利便性,機 能性,
効率性,安 全性が具体化 されているにもかかわ ら
ず,そ のこと自体が,都 市環境 を悪化するとい う
ア ンテ ィノ ミー(二律背反性)を もっている。この
ことを自覚 した うえで,自 動車公害問題 の政策科
学的検討を試みたい。
いまや企業 も市民 も,ク ルマ社会に とっぷ りつ
か っているQこ のこと自体が,社 会的人間生活の
ルールに とって,メ リッ トとデ メリッ トを与えて
いるのである。 このことを踏 まえた うえで,改 め
て,横 浜市における自動車公害対策 の本質 と現状
を考え,政 策科学的提言を したい とお もう。 この






地域社会は本来住民の生活,労 働,教 育,福 祉,
環境保全などを基礎に成立 している。地方自治体
は,こ うした住民のニーズに基づいて運営 されて
いる。市場経済を前提 として も,地方 自治体や中
央官庁は公共性を重視 しなければならない。いま,
辛 うじて 日本の環境が守 られてい るのは,根 本的
には市民運動に支}ら れた行政の展開にある。 も
ちろん,市 民運動,市 民科学 の立場か らの環境保
全策 の課題 は山積 している。 いまここではそれを
問わ ない。現在 の資本主義の発展は,生 産,流 通,
消費,廃 棄の総過程が利潤原理で成立 してい る。
だか ら,み ずからのおかれている立場は,こ の総
過程の一部 に組み込 まれているのであ る。つ ま り
一方 で現代資本主義の市場原理に足を入れなが ら,
この原理か らどの ように脱皮す るかの反稠を踏 え
て こそ環境問題の基本がある。
社会主義において も,社会主義的効率性に基づ




ところで,従 来の新古典派経済学 は,資 源の合
理的配分を一定のルール のもとに分析 し,人間 も
資源 として組 み込んできた。そこでは、生産手段
の私的所有制 を前提に理論が組み立て られていた。
したが って社会的資本 のあ り方 も,私 的所有制 を
前提 に した理論であ り,現実に生活 している人間
の問題 も,労働 を提供す る生産要素 として把握 さ
れ,人 間の社会的,文 化的,歴 史的な存在 はつね
に捨象されて きた。 したが って人間の生活が環境
破壊に よって妨害 されていることも軽視 されて き
た。 したがって 自動車公害 によって引 き起 こされ
る市民的生活の侵害については解明されて こなか
った。 とくに従来の経済学は自動車の社会的費用
の問題だけでな く,都市公害,環 境破壊,大 量 の
廃棄物 といった諸問題について も,そ の解決す る
理論的枠組を提供 してこなか った。 こ うした反省
一54-一 地域環境政策の展開
か ら,今 日の環境問題を考えることは,市 民社会
における人間的生活およびその環境の量 と質を充
実 させ る意味か らも極めて重要 な課題である。
こ うした問題意識を前提に現代 日本におけ る環
境政策を検討 したい。 とくに地域環境政策 の中で
最近重要視 されている自動車公害対策問題を考察
の対象 に したい とおもってい る。
1986年12月5日,中央公害対策審議会 と自然環
境保全審議会は1986年を起点に向こう10年間の環
境政策の新 しい指針を示 した。その主要 タイ トル
は,「人間 と環境 の健全で恵み豊かなかかわ りを
求 めて」 とい うものである。
この構想策定は昭和52年の 「環境保全長期計画
(昭和60年目標)」の性格の検討か ら出発 している。
そ こでは,当 時の深刻化 していた公害の状況及び
自然環境保全への要請の高 ま りに緊急に対応す る
よう,公害防止,自 然保護 のそれぞれの分野で保
全 目標 を定量的に示 し,そ の目標 を達成す るため
の方策等を明らかにすることに重点をおいた。だ
が,必 ず しも,十 分な 成果を あげなか った。「窒
素酸化物による大気汚染,閉 鎖性水域におけ る水
質汚濁,交 通騒音など前回計画に示 された 目標を
未だ達成できず,今 後,抜 本的な対策を講ず るこ
とな しには困難な問題 も数多 く残されている。一
方,産 業活動 の高度化に伴い従来 とは異なる新た
な環境汚染 の可能性が増大するとともに,国 際化,
情報化 の進展を背景 とす る東京圏をは じめ大都市
圏への様 々な機能の新たな集中傾 向か らみて,大
都市における環境問題は さらに深刻化す るおそれ
があ る」(r答申』)と。つ まり環境政策の危機を深
刻 に認識 している点を評価 したい。さらに 「『生活
の質』 の向上 を求めて快適な環境 の形成や自然 と
のふれあいへの社会的要請が高 まってい る」 こと
を自覚 してい る。他方,国 際的 な環境問題への対
策 の重要性を も認識す るようになった。 したが っ
て,今 回の 「長期構想」では,「環境をめ ぐ る 諸
条件の変化や環境問題の複雑 ・多様化を踏 えて,
人間 と環境 とのかかわ りを多角的にとらえた形で
環境政策の積極的展開を図ることをね らい として,
公害防止 と自然保護を共通 の理念の下にできるだ
け一体的に とらえ,定 量的な 目標を示す ことよ り
も新 しい視点か ら環境政策の展開の方向付けを行
うことに重点を置いている」
今回の構想は,環 境 の量 よ り質を重視 し,現実
的路線を選択 してい る。それは,人 間一環境系の
新視点に立ち,環 境資源を国民共有の資産 として,
21世紀へ引き継 ぐことを大 きな課題 としている。
この場合,従 来 の環境政策 の実態を明示 し,ど の
点でメ リットがあ り,どの点でデ メリッ トがあっ
たかを厳 しく反省 した うえで新視点を出 してほ し
か った。
環境政策の新視点 として,(1)人間 と環境 とのか
かわ りと(2)人間一環境系 の視点を強調 している。
(1)については,経 済社会 の展望 と環境 問題 とのか
かわ りの総括を展開 している。経済規模の拡大 な
どに よって より高密度な経済社会活動が営 まれ,
環境 に対す る人間活動の潜在的 インパ ク トが増大
したこと,新 たな技術革新の進展に伴い,環 境へ
のイ ンパ ク トの形態が複雑化す ること,国民生活,
国民意識 の変化等を背景に,環 境の快適性や 自然
とのふれ あいを求めるニーズが増大 したこと,な
どをあげている。
経済学 の視点で自然環境 をみると,それ は自由
財ではな く,稀少性 のある価値財であ り,人間に
よって損われやすいものである。ひ とたび自然環
境が損傷 された ら,人 間がそれを評価す る価値観
そのものを失 ってい くこ とになる。 この点が人間
と環境 とのかかわ り合いの変化 の中で位置づけら
れていない。 さらに自然環境の価値は,対 象者で
あ る人間が作 り出す ものであるか ら,自 然環境を
みずか らのものとして大切に しなければな らない。
人間 と環境 とのかかわ りを公害防止 と自然保護 と
を結びつけ る中で環境政策を展開 してい く必要が
あ る。 この点で,次 の指摘 は重要で あ る。r人間
一環境系 の視点は,人 間 と環境 とのかかわ りを,
生態系の多様性や安定性 の維持を前提 としつつ,
人間の環境に対す る配慮,人 間 と環境 のふれあい,
環境が人間に与える恵み とい う3つ の視点か ら把
握 しよう」 とい う内容を示 した点にある。 この点
は評価 したい。
環境政策は,地 域政策 の計画,実 践 の中で具体
的に示 されなければならない。 ここで対象 とす る
地域環境政策の展開
意味で大気汚染についてみ よう。それ は 前 述 の
「構想」の基本的施策の着実な推進 の中 で,次 の
ように位置づけている。
「窒素酸化物 については,低 減技術の開発を促
進 しつつ 自動車の排 ガス規制を推進す るほか,低
公害 の自動車への代替 ・転換を推進す る。 さらに
自動車交通対策の一層の推進を図 る」 としている。
日本 の環境政策は1970年代に大 きな改善をみた
とい う評価の前提 に立 っている。だがそれはきわ
めて問題であ る。東京,大 阪,横 浜,川 崎などの
大都市 においては,窒 素酸化物に よる大気汚染はs
依然 として深刻で,環 境基準を越えている。 さら
にそれは湖沼や海域の水質汚濁,幹 線道路周辺 の
交通騒音 とともに環境 目標を達成 していない。 さ
らに従来の公害規制では対応が きわめて困難であ
るハイテ クな ど先端技術産業による新種類の汚染
対策を どうす るのか不 明である。ω民間活力 に も
とつ く新事業 といわれ る本四架橋,関 西新空港,
東京湾横断道路に対す る環境 アセス メン トを どの
ように展開す るのかなども,不 明確な点が多い。
こうした複雑,高 次,多 岐な環境政策をどのよ
うに具体的に展開 してい くのかを明示すべ きでは
なかろ うか。環境庁次元 の政策では限界なのであ
ろうか。 とにか く構想を 「絵にかいた餅」に終わ
らせないことであ る。それには横浜市や神奈川県,
東京都,神 戸市 などが自らの地域環境政策の基本
方針を示 した点を踏 ま}て,環 境庁は新 しい構想
の もとに具体的な環境政策を示すべ きではなか ろ
うか。
こうしてみる限 り,私たちは,地 域環境政策を
重視す る立場 に立 って環境保全の問題を施行錯誤
的に検討 していか ざるをえない。 と くに ここでは
横浜市における大気汚染の元凶 といわれる自動車
公害 の問題に しぼって政策科学的視点に基づいて
検討 したい と考 える。そのために,先 づ クルマ社
会のパ ランスシー トをみ よう。
② クルマ社会のメ リッ トとデメ リッ ト
現代 日本の社会は,ま さに クルマ社会である。
クルマが物や人の自由移動,快 適生活を享受する
のに これほど便利なものはないであろ う。今 日で
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は経 済的 生活 水準 の上昇 の シソボル のひ とつが,
自動 車 の利用 とまで いわれ て い る。 こ の 日本 で も,
自動 車 の利 便性 は,高 度成長 期 に急速 に拡 大 した。
大量生 産,大 量 流通,大 量 消費 の高度成 長 の メカ
ニズ ムの中 で,自 動 車 は普及 した。1966年はモ ー
タ リゼ ーシ ョンの出発点 で あ った。1965年に 自動
車(乗 用車,ト ラック,バ スな ど四輪車 の合計)保 有
台数 は630万台で あ り,普 通 車 では,ト ヨ タの コ
ロナ,ニ ッサ ンのサ ニーが大 衆車 と して急速 に普
及 した年 で あ る。 そ の後 高度成 長 の後半 期 に な っ
たY970年に は保有 台数1758万台 と増 加 して い る。
1973年末 の石 油危 機 下 にお いて も増 加 し,2499万
台 とな った。1975年に は,わ が国 におけ る限 界保
有 台数 といわ れ た3000万台 の枠 を上 回 り,3006万
台 に な った。 恐 るべ き増大 ぶ りで あ り,こ の時 点
で,100人に35台 とな り,西 ドイ ツ並み に な った。
さ らに1980年には3785万台,1985年に は な ん と
4815万台 と増 加 した(日 産 自動車株式会社調 査 部 編
『自動車産業 ハン ドブ ック』紀伊国屋書店,1986年457ベ
ージ)。第1次 石 油危 機 に直 面 して も
,第2次 石 油
危機 の中で も,自 動車 保有 台数 は,不 況 を知 らず
に増 大 した。 ま さに現 代文 明 の シ ンボル と して の
自動 車社 会 が で きあ が った とい って もよいで あ ろ
う。 だ が一方 で,さ ま ざまな問題 を 含ん でい る。
す でにT・ ベ ンデ ィ クソンは,『脱 クルマ優 先 社
会』(Instead。fCars,1974)の中 で 現 代 病 の典
型的 な症状 と して の クルマ社会 を皮 肉 った。 こ こ
で敢 えて 引用す る。
「乗用車 と トラ ックは現代 人 の生 活様 式 に組 み
込 まれ て しま った。 車 の多用 に慣れ す ぎたせ いか,
ち ょ うど無数 の窮 屈 な靴 の よ うに車 が苦 痛 を感 じ
させ る ときで さえ,人 び とは ただ ち ょっ と肩 をす
くめ てや りす ごすだ けで あ る。 耐 え る以外 に仕 様
が な い といわ んばか りだ。 大切 な会 合 へ急 ぐ途 上
で交通渋 滞 の渦 中 に巻 き こまれ た ビジネス マ ンは,
心配 顔 で腕時 計 に眼 を走 らせ る。 横断 歩道 の前 で
信 号待 ちを して い る年配 の婦人 が,思 わず 顔を し
か め る。 大型 トラ ックの発 した轟 音が 彼女 の両 耳
をつ ん ざい たの であ る。学 校 の門か ら走 り出 した
子 どもた ちは,往 来 に立 ちこめ る排 ガス のにお い
をか いで,鼻 に しわ を寄せ る。 日曜 日の夕刻,.__.
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日の行楽 を終 え て郊外 か ら市 内へ向か うじゅず つ
な ぎの車 の中で は,い らだ つ家族 を母親 が懸 命 に
な って なだめ て い る。一 家 の主 人 は 自動 車保 険掛
け 金 の増 額 明細 をに らみ なが ら,他 の支払請 求書
を 思 い うかべ て頭 を痛 めて い る。 高速 道路 を とぽ
す ドラ イバ ーた ち は,前 方 に露 発生 の兆候 を見 て,
.?,;;かすか な恐 怖 に とらわ れ る。50万台 もの車 が
折 り重 な り,座 席 で生 きた まま焼 か れた人 間 の姿
が 心 を よ ぎるのだ。通 勤者 た ち は一 日の仕事 のあ
と,つ かれ き った様 子で パス停 に長 い列 をつ くる。
バ ス は なか なか 来そ うに もな い し,や っと来 たか
と思 えば きま って満 員 であ る。 買 い物客 た ちは ま
るで地 雷源 をわ た る歩兵 の よ うに緊 張 して,動 い
てい る車 や とま って い る車 の間を ジ グザ グに通 り
抜 け て い く。 ドライバ ーたち は数 の少 ない駐車 用
料 金入 れを 求 めて競争 し,た が いに冷た い視線 を
投 げ合 う。
こ うい ったた ぐいの不安 や不 快 さは,現 代病 の
典 型的 な病 状 であ る。そ れ らは また,日 常 生活 に
と って大切 な何 かが 狂 ってい るこ とを,人 び とに
警 告 して い る。 ど こへ い って も同 じ問題 が生 じて
い る。 巨大 な高 速道 路が で きた おか げ で,ま あ ま
あだ った居 住環 境 がだ いな しに な って しま った と
か,自 動 車部隊 の進 撃 に よ って,公 共交 通機 関が
せ ん滅 され た とか い うこ とで あ る」(植松重信訳,
時事通信社,昭 和55年1～2ページ。)
これ は,市 民 の 日常生 活 の中 で,ク ルマ に内在
し,ク ルマ社会 特有 のデ メ リ ッ トを感覚 的 に表 現
した もので あ る。 現実 に クルマ の利 便性 が いか に
他 の人 々に対 して,デ メ リッ トを与 えて い るか の
見事 な文学的 表現 で あ る。
1986年1月現 在 の 自動 車事 故 に よ る 死 者 は,
9835人であ る とい う。 この5年 間に死者 は年 平均
9000人台で あ る とい うか ら,ま さに交通 戦争 で あ
る。 負 傷 した者,精 神的 打撃 を うけ た者 を加 え る
と年 に3万 人 以上 に な るであ ろ う。
ア メ リカで は,今 後10年間に 自動車 台数 は,い
ま の1.2倍,またEC諸 国 では,い まの1.5倍,日
本 で も1.5倍に な るで あ ろ うとい うので あ るか ら,
これ に と もな う自動車 の社会 的 費用 は増 大 す るば
か りであ る。
にもかかわ らず,こ うした クルマの増大は,交
通事故に よる被害者を増加 させ るだけでな く大気
汚染を より増大 させているのであ る。
こ うした事態を改めて,地 域社会で,再 検討 し,
市民の快適環境を どのように保全 していくか とい
う問題を厳 しく考 えてい く必要がある。 とりわけ,
環境政策 の具体的実践 は自動車公害対策にあると
いわれ る。横浜市の環境政策の重要課題 となって
い る自動車公害対策を どの ように展開す るかにあ
る。すでに私たちは,専 門家,行 政 の専門家,市
民,関 係業界の代表 と自動車公害を防止す るため
の相互の知的緊張関係の中で議i論を してきた。 こ
こでは,こ うした前提に立 って,改 めて横浜市 の
自動車公害対策の内容を共有 し,同時に,検 討 し
つつ,具 体的 な対策を考えてみたい とおもってい
る。
この課題は,な に よりもまず短期的に解決不可
能であることを自覚 してか ら出発 したい。従来 の
さまざまな現実の姿 を計量的に分析 し,そ の成果
を客観的に把握 しつつ,さ まざまな立場か らの政
策的提言を したい とおもっている。 この10年間横
浜市公害対策にかかわ って きたひ とりとして,ど
の ような政策課題を示す ことがで きるか。横浜市
の自動車公害対策のあ り方を踏 まえて検討 したい。
3.横 浜市における自動車交通の現状と
課題
(1)自動車保 有 台数 の 問題
1966年のモ ー タ リゼ ー シ ョン以降,わ が 国 の 自
動 車 保有 台数 が 急速 に増加 した よ うに,横 浜 市 に
お いて も同 じ傾 向 を示 した。例 えば,1965年代 以
降,マ イカ ー中心 に増 大 した。1965年11万2千台,
1970年に30万台,1978年に61万台,1980年に68万
4千 台,1984年に86万台 とな り,こ の数 は1965年
の7.7倍増 であ り(第1図 参照),1985年に は,90
万 台以上 に な・り,人 口320万で あ るか ら,3.5人に
1台 の割 合 であ る。
1984年の車種 別構成 比 をみ る と,乗 用 車が全 保
有 台数 の約65%,軽 自動 車が12%,貨 物 車が17%,
そ の他6%と な ってい る。 こ こでみ るか ぎ り,乗
























横浜市公害対策審議会 『横浜市における自動車公害対策の基本的あり方 に つ
いて』(横浜帯,昭 和60年工0月19日,69ページ)よ り作成。
増 加で あ り,そ の背景 に は,市 民 の所 得 水準が 向
上 した こ と,市 民 の消費 生活 に とって車 を不可 欠
の ものに した こ と,車 の機能 性,利 便性 を生 活 の
中 に ビル トイ ン した こ と,な どを理 由 と してあ げ
る こ とが で きる。 今後 も自動 車 台数 は 増 加 し,
1990年には110万台に な る と予 測 され る。 そ うな
る と,車 公 害 は さ らに深 刻 にな るであ ろ う。
ところで,市 内で,保 有 台数 の多 い区 は,毎 年
人 口増 を示 して い る戸塚 区,港 北区,緑 区が上 位
にあ り,こ の3区 だ けで,全 体 の保有 台数 の約37




る と,51%に な る。 乗用 車 につ い
てみ る と,上 位4区 までは全 車 と
同 じ順 列 であ るが,5位 に旭 区が
あ り,上 位5区 は夜 間人 口の多 い
順 位 とな って い る。 貨物 車 の保有
が 多 い区は 中区(13°o)であ り,次
いで鶴見 区(11%),戸塚区(11%)
であ り,以 下 港北 区(10%),神奈
川 区(9%)等 とな って い る。 こ う
した上 位5区 の区 全域 に 占め る割
合 は54%と高 い(第1表 か ら割合を
算 出)。 さ らに 自動 車 保 有 台数 の
各 年変 化を み る と第1表 と第i回
の よ うに一貫 して上昇 して い る。
そ れは,毎 年5%0以上 の上昇 率 で
あ る。それ は,横 浜 の人 口の増加 率 を上 回 って い
る。 車種別 の保有 台数 の推移 を み る と,乗 用車 の
伸 びが貨物 車 の伸 び よ り大 きい ことが わか る。
ともあれ,市 全 域 で,毎 年 保有 台数3万 台が増
加 して お り,そ の増加 の中心 は,乗 用 車で あ る,,
さらに区別 にみ る と,最 近 で は,港 南区 の増加 率
が最 も高 く,昭 和55年は,昭 和52年の1.4倍増 で
あ り,全 域 の平均増 加率 は1,2倍で あ り,台 数 ば
少 ないが,大 型貨物 車 の増加 率 が1.6倍であ る。
また緑 区 は港南 区 と同 じく1。4倍の増加 率 で あ り,






鶴見 神奈川 西 中 南1瀧 麩 旭 磯子 金沢 港北 緑
普 嶺 伽 ・331a5561877'2・5・8,…461・・23gl・5・6・,59875・2,25913>・423,01.6














四 轟6・ ・2・15・7・31a9975・5484,572,4,3265,3475,7i・5}3・5534>・・97,・ 219,6361・2,4臨 繭8彌
竺i些*16・2555・4962,・9817,4・・14・8・613,73514,4584,2893,29813,9・15i?'・3・7,34・8,9・32,2647ユ399
計r72,252164,75・X26・・7 X54・3455・・ 2455,・3254,88768,35842,・39'46,853189,64…4,47・1・37,22gl36,・・49・2,665
*そ の他とは被けん引車,小型二輪車,軽 二輪車の合計をい う
〔出所〕 横浜市公害対策局の自動車公害対策関係の資料より作る。
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谷,金 沢,戸 塚 の各区は,1.3倍の増加率を示 し,
各区 とも大型貨物車の増加率が高い。
保有台数 の増加率が高い周辺部の各区はいずれ
も夜間人 口の増加率 も高 く,そ の推移か ら今後 も
人 口,保 有台数の増加が続 くと思われ る。 とくに
金沢区は,金 沢地先埋立地に今後 も,人 口,事 務
所等が入居す るため,乗 用車,貨 物車 の保有台数
は相当増加す るもの と思われる。 さらに港北 ニュ
ータウンが完成す ると,こ の地域における人口,
保有台数 も増加するであ ろ う。rMM21」の完成
に よる車の流入量は18万台 といわれ,こ の地域に
おける乗用車 の保有台数 も増加するであろ う。 も
ちろん中区,西 区は,人 口の減少区であ り,それ




ると,周 辺部 の夜間人 口の増加率が高い ところに
保有台数の増加が一般化 している。
横浜市 におけ る自動車保有台数の増加は,窒 素
酸化物 の発生を増大 させているだけでな く,道路
の整備 の要求 となって表面化 してい る。いずれ こ
の点について他の機会に分析す る。 自動車保有台




台数が着実に増大 している。 この傾 向は中小都市
においては より加速化 している。中小都市 は工業
用,商 業用の用途だけでなく,地域交通 の私的解
決のための乗用車保有率を増加させている。中小
都市 においては,人 口の集積 と工場の集積は,工





あ り,11大都市の うち5位 であ り,東京都区部の
38.5台,大阪市の37台に比べる と,か な り高い水
準であ る。
自動車の保有台数の増加は,自 動車の生産 台数
の増加 と比例 して い る。1979年に 日本 の乗 用 車生
産 台数 は約1000万台を越 え た。そ の うち の約2分
の1の500万台が 国 内で消化 され,残 り500万台 の
2分 の1に 近 い240万台が ア メ リカへ輸 出 され,
残 り260万台がECそ の他 の地域 へ輸 出 され た。
日本 の トヨタ,日 産 は,こ の時点 で,ア メ リカの
GM,Fordの 乗 用車生産 台数以上 の力量 を 発揮
した。 日本 の国 内にお け る乗 用車 の需要 は伸 びた。
当時 の 日本 経済 の不況 の 中で,自 動 車産 業 の収 益
は上昇 した。 日本 の 自動車産 業 の国 内市 場 占有率
も高 ま った。 また1985年の乗用 車生産 の占有 率を
み る と,ト ヨタが33.6%,日産24.4%,本田技研
12.5%0,マッダ10.7%,三菱 自動車7.5%で あ り,
トヨタ と 日産 で58%の占有 率 であ る。
乗用 車 の普及化 の 中で各 メーカ ーの市場 獲得競
争 は め ざま しか った。 と もあれ乗用 車 の普及 率はr
前 述 した よ うに各都市 に おけ る保有 台 数 の増 加に
つ なが った。 だ が同時 に,こ うした事態 は,自 動
車 公害 の増 大 と結び ついて いた。 自動 車 の普及率
の増 大 は,必 然 的 に,道 路 網 と りわけ 幹線道 路網
の拡 大を要 求 した。 この点 を,『横浜市 に お け る
自動 車公 害対策 の基 本的 あ り方 につ いて』(横浜市
公害対策局,ユ985年10月刊,以下 『基本的あ り方』と略)
を踏 まえて,検 討 して み よ う。
(2)幹線道路網の現況
横浜市は,地 形上多 くの丘陵があ り,道路のネ
ットワーク形成を妨げてきた。市街地は各河川流
域 に,不 均等に形成 され,道 路ネ ットワークは,
できるだけ起伏の激 しい丘陵部を避けて臨海部や
河川沿いに建設 されて放射状を示 している。また,
都心部 を中心 とした一点集中型の道路網を形成 し,
現状型の道路が不足 しているため,各 所 で交通渋
滞を起 こす要因 ともな ってきた。 とくに高度成長
期に物流 の激増をマイカーの普及が道路を必要 と
して,都 市計画にとって道路網整備をその中心に















































①広域幹線道路 として首都圏 と湘南,東 海方面
を連絡す る東名高速道路がある。
②都市間道路 として横浜 と東京 および湘南方面
を連絡す る国道1号,15号,246号,首都高 速横
羽線,第 三京浜道路お よび横浜 と八王子,横 須賀
等を結ぶ国道16号がある。
③上記 の道路 の機能を補完す る主要地方道 とし
て,横 浜 ・生 田線,横 浜 ・鎌倉線,横 浜 ・上麻生
線な ど16路線があ り,これ らのほ とん どは,都 心










処す る道路であるばか りでな く,首都圏の放射環
状道路 として位置づけ られ利用 されている。 この
ため,種 々の交通 目的を持つ 自動車の利用す ると
ころとなってお り,土地利用に整合 した道路利用,










お り,一部 の道路 は共用 されて い る」(『報告書』
34^35ページ)
このような幹線道路 のネ ットワークが,交 通渋
滞の緩和 と市民の生活資源 の利便性に基づいて計
画 され,実 行されていることに対 して理解を示す
ものであるが,問 題はこ うした幹線道路 ネッ トワ
ークにおける環境保全 と経済性 のメリット,デメ
リットのパ ランスシー トを示 さずに,計画され,実
施 されてい る点にある。た しかに 「土地利用に整
合 した道路利用,ま たは道路 の段階的構i成とそれ
に対応 した機能分担に欠けている」 とい う指摘は,
あ くまで も道路 の合理的,円 滑なネ ヅトワークの
完成をめざした ものであろ う。だが現在の土地利
用計画,環 境計画な どの視点か ら改めて,道 路 の
社会的効用を検討すべ きではなかろ うか。環境に
対す る厳 しい配慮な くして道路行政中心主義を志
向す るならぽ,道 路計画 自体が円滑に進まないで
あろ う。いま重要な問題は,環 境基準 を守 りつつ,
道路計画を どのよ うに具体的に立てるかにある。
この点,前 に示 した 『報告書』は,道 路構造対
策について,こ う指摘 して い る。「道路の構造 の
選択は,従 来地形状況や道路種別,立 体交差部等
に応 じて行われてきたが,近 年その環境改善効果
が着 目され,環 境面か らの要素 も加わ るようにな
ったQ
道路構造対策は,主 に 自動車の走行路面 の地表
か らの分離,並びに道路の法肩,側壁の回析減裏に
よ り騒音低減効果,排 ガスの拡散を期す るもので
ある」 と。ここにみ られ るように道路構造対策 と
は,道 路作成の技術に よる効果であって,環 境構
造的効果ではないのではないか。例 えば,「具体的
な道路構造対策 としては,高 架 ・切土 ・掘割 ・盛
土 ・半地下 ・地下 ・シェルター等があ るが,そ れ
ぞれ排ガス ・騒音等 の防止に対す る特性が異なる
こ とか ら,沿 道地域 の土地利用特性 に応 じた適切
な道路構造を選択す る対策である。」(r報告書』339
ページ)このように環境保全のための道路構 造 上
の技術的対策は,従 来 の環境保全軽視 の道路構造
上の対策 よ りはす ぐれているし,今 後環境保全を
前提に した対策 のモデルを示 していると考えるも
のであ る。 この点に限 って評価す ることがで きる
であろ う。従来,な ぜ この ような対策を実行 して
いなか ったのか。市民の 「いのちとくらし」を守
るための,排 ガス規制,騒 音抑止の運動が,道 路
構造上の対策にまで盛 り上げた と考 えてよいであ
ろ う。それだけでな く,ア セス制度 も大きな効果
をあげていると考Yる 。今後,市 民は,一 方で,
それぞれのニーズに基づいてマイカーの利用を限
りな く続け,他 方 で,行 政は道路 のニーズに答え
地域環境政策の展開
てい くとい うアンチ ノ ミーを どの ように克服する
か の問題に迫 られ るであろ う。
『報告書』は,各 道路構造の対策効果 と適用性
を まとめて次の ように指摘 している。
「騒音については,道 路近傍の地域に限れば高
架構造が有利であるが,沿 道地域全般では掘割構
造が最 も減音効果が高いといrる 。 また,受 音点
が高い中高層住宅等が道路 に近接 している場合,
高架 ・盛土では中 ・上層階で騒音が逆 に増大する
ため,半 地下 ・地下,若 しくはシェルター等の構
造対策,或 いは受音点側の対策が必要 となる。 シ
ェルター構造は,そ の実施例 は少ないが,道 路全
体を覆 うため,当 該道路か らの騒音 ・排ガスはな





対策をど うするかの問題を解決 してい くことが今
後 の課題 ではないか。
さきの指摘は,あ ま りにも建築構造学的である。
それは全体の環境 との調和を考慮 していない し,
とくに出入 口附近 の排ガス,騒 音をハー ドの構造
で解釈 しているよ うにおもわれる。問題 は,車 の
走行制限を どのよ うに して実施 し,ハ ー ドの構造
を最低限に制止 し,ソ フ トな構造を考慮すべ きで
はなか ろうか。 とくに騒音,排 ガスに よる人間の
心理的イ ンパ ク トを考慮すべ きではないであろ う
か。 この点の分析は今後の課題になるであろ う。
問題 はハー ドとソフ トの構造対策を多面的に示す
べ きではないか。
また 「排 ガスについては,高 架 ・盛土構造では
拡散効果が高いが,掘 割等の構造 の場合,道 路空
間において高濃度 となることが多いことに留意す
る必要がある」 と。 この指摘は 正 当性を もって
いる。だが さらに排 ガス抑制効果の全体構造 をみ
た場合,ど の程度の抑制効果を期待できるのであ
ろ うか。 この点を配慮 しているか どうかはわか ら
ないが,こ の 『報告書』は,こ う指摘する。「一般
に,通 過交通量が多 く沿道地域 とのア クセスの必
要が少ない高速道路や都市間連絡道路等の自動車
一61一
専用道では高架 ・掘割 ・盛土等 の構造 の採用が可
能である。 しか し沿道利用が要請 され る一般道路
においては,特 殊 な区間を除 くと,平坦構造以外
の道路の採用は,実 際上難 しい」(『報告書』344ペ
ージ。)と。問題は,高 架 ・掘割 ・盛土等の構造の
具体的採用に当 って,従 来,ど の点で,対 策上 の
効果があが り,有効性を発揮 したのか,事 後アセ
スを正確にや った うえでの分析を必要 とす るので
はないであろ うか。今後,道 路構造 とその関係す
る地域社会 との相互連動性 をもった対策を必要 と
するだろ う。一般道路 においては,「平坦構 造 以
外の構造の採用は実際上難 しい」 とい うが,こ の
点,沿 道公害対策について,人 権を守 る視点か ら
改めて分析 してほ しい。
(3)道路構造 対策の課題
ともあれ,各 道路構造対策 の内容をみる限 り,
道路建設に当 っての技術上の環境対策である。問
題 は,住 民 の基本的人権を守 る視点か ら道路構造
の対策を したたか に展開 してほ しいものである。
もちろんあ る与件 のもとに最大限の低公害対策技
術を導入す ること自体は問題がない。む しろ問題
は,環 境基準や環境 アセスメン トを通過す るため
の技術ではな く,道路構造のあ り方 自体 のなかに
環境保全 システム技術を恒久に盛 りこむ手法を開
発すべ きなのであ る。そ うでないかぎ り,環境 ア
セス メン トに対する技術対応に終わ る可能性があ
る。 もちろん,一 方で,道 路構造対策自体開発行
為であ り,それ 自体が環境破壊に結びつ くこ とは
い うまで もない。問題は,住 民は一方で 「静か で
安全 な環境」を要求す ると同時に,他 方で,市 場
経済 の中での利便性,経 済の効率性を要求す るQ
住民は,た えず,こ うしたア ンチノ ミーにおかれ
ている。わか りやす くいえば,住 民は一方で 「静
かで安全な環境」を必要 とし,他方 で,道 路 とク
ルマを必要 としている。 日常生活 の利便性,生 産
の効率性,流 通 の効率性,消 費 の効率性 の問題はs
クルマ社会に定着 している。住民は,こ れでよい
のか と反,y:.,しているのである。 したが って,道 路
の必要性は,現 代人の生産,流 通,消 費,廃 棄に
とって不可欠の もの とな ってい る。 まさに クルマ
一一62-一 地域環境政策の展開
と道路は現代人の生活 の中に組みこまれてい る。
このことは,現 代の生産,流 通,消 費,廃 棄の共
通 の手段 としての道路であ り,車 であるのである。
だか らこそ道路 の必要性を,現 代人は,生 活の中




うに,自 己統治を通 じて,環 境を保全 してい くか
を問われているのであ る。道路構造の改革は,こ
うした問題意識 に基づいて,技 術 の改良,与 件の
もとでの,最 良の低公害技術 の選択 と結びついて
いるのであ る。だか ら,横浜市の公害対策局が,
道路整備の対策を技術的に対応 しようとす る苦悩
を理解で きるのであ る。問題は,こ うした考 え方
を前提に しても,改 めて,環 境容量の中で,道 路
構造のあ り方を考}て いかなけれぽならない。そ





















高速道路 一般国道 主要地方道 一般県道 指定市市道 平 均
乗 用 車 29508 16089 6807 8617 .. 71016
ノミ ス 工054 477 340 308 248 396
小型貨物車 17395 10127 4193 4659 sssl 6576
普通貨物車 13935 5987 1812 2343 1967 3777
〔出所〕 横浜市公害対策局編 『自動車公害防止関連施策報告書』昭和60年,85ペー ジ。
い るか は,き わめ て重要 課題 であ る。普通 の市 民
の常識 には,で き るだ け交通量 が 少 な く,騒 音 も
少 な く,大 気 を汚 さないで ほ しい とい う願望 が あ
る。 当 り前 であ る。現 実に は,こ うした市民 要求
を さば くた めに は,交 通 量 を低 くすれ ぽ,こ れ に
こ した こ とは ない。 ところが,資 本主 義で あれ,
社 会 主義 であれ,経 済 が高 度化 し,資 源 の合 理的
配 分 が,活 発化 す るにつれ,物 と人 とサ ー ビス の
交流 が旺盛 に な る。 それだ け でな く,そ れ らの流
通が 活発化 す るに ともな って,情 報量 も豊 富 にな
る。 したが って,現 実 の問題 と して は,こ うした
交通 流つ ま り人流,物 流,情 報 流 の活 発化 を前提
に した うえ で,人 と物 とサ ー ビス の交通流 を考 え
たい。 と くに この心 の交通 流 も大切 に したい。
ここでは,全 国道 路交通 セ ソサ ス の一 般交通 量
デ ータに基 づい て,横 浜市 におけ る幹線 道路 の交
通量 の実態 と特性 を検討 す る。
前 記 『報告 書』 を整理 す る と,次 の よ うにな る。
(1)まず 昼 間12時間交通量 を 全体 と して みれ ぽ,
134の道 路 区間 の昼 間12時間(7Nユ9時)交 通量 の
平均 値 は約22,000台で あ り,他 都市 と比較 して も
交通 量 は増加 して い る。高 速 道路 では約62,000台,
一・般 国道 では,約33,000台,一般 県道 ・主要地 方
道 及 び指定 市市道 は,一 般 国道 の2分 の1に 当 る
約14,000台前 後 の交通
横浜市における車種別交通量(昼間12時間)量 とな っ て い る。(第
亜 バス[コ 普通貨物車3図 参照)
各道 路 区間 の昼 間12
時間 交通量 の ラソ ク別
帯 図をみ る と,横 浜市
の 自動車 交通 の流動 パ
32680タ ー ンは,海 岸 線 と平




羽田空港線)等 が あ る





伸が具体化 しつつある。 ここで,2つ の問題点を





か どうかである。第2に,東 京圏,横 浜圏全体の
適正な交通量 はどれだけか,市 民の生活環境を保
全 してい くう}で,交 通容量 をどのように保持 し
た らよいのか。そのための道路の延伸を どう考え
た らよいのか。 この点 の環境基準か らみた交通量
のあ り方が検討 され,施 策化 され るべ きではなか
ろ うか。たんなる道路延伸に よる排ガスの緩和抑
制 としての受け とめ方で よいのか問題であろ う。
問題は,道 路延伸を計画 し,実施 して も,新 たな
交通量増大を もた らす とすれぽ,環 境悪化に通ず
る。だか ら当該地域全体の環境容量を踏えた道路
計画が実施 され なければな らない。
ところが,現 実に横浜市 においては,交 通混雑,
大型貨物車交通が増加の一途をた どってい る。前
述 の 『報告書』にみ られ るよ うに,交 通量が5万
台以上は,東 名高速,首 都高速横羽根線,第3京
浜の東京 ・川崎方向 と都心を結ぶ各道路,そ れに
都心 と県央,県 南を結 ぶ横浜新道,保 土 ケ谷バイ
パス等の都市間を連絡する自動車専用道であ る。
交通量が3万 台以上 の道路 は第1京 浜,横 浜道
路(横浜横須賀道路),横浜生田線,横 須賀 街 道,
横浜伊勢原線,海 岸線であ り,これ らは都心及び
その周辺の幹線道路である。
交通量2万 台以上の道路は,国 道357号,幹線
8号,保 土 ケ谷宮元線 藤棚伊勢佐木線,八 王子
街道,横 浜上麻生線,第2京 浜,菊 名 大 曽根 第
1211号線である。
その他の路線 の交通量を含めて(指定市市道を除
く)道路 の昼間12時間交通量を 主要都市 と比較す
ると,横 浜市 の道路交通量の平均値は2万4千 台
であ り,大阪市に次ぎ,東 京区部 と同 じである。
(第2表)これを走行台キ ロでみると,道 路延長の





























































































































































以下名古屋市の約2万 台,川 崎市 の1万9千 台,





















































高速道路 一般国道 主要地方道 一般県道 指定市市道 計
乗 用 車 808.5 2147.9 987.7 843.6 562.6 5350.350.6%
ノく ス 28.9 63.7 49.3 30.1 20.3 192.31.8
小型貨物車 476.6 1351.9 .1' 456.2 301.1 3194.130.2
普通貨物車 381.8 799.3 262.9 229.3 160.9 1834.217.4




















高速道路 一般国道 主要地方道 一般県道 指定市市道 計
小 型(昼) 52577 26614 izsso 22479 13783 22024
大 型(昼) 15850 6347 2685 4537 1806 5089
小 型(夜) 20930 13862 5831 10512 5700 10533
大 型(夜) 15284 2315 626 1252 354 2254
〔出所〕 『報告書』107ペー ジより作成。
つ い で に前 記 の資 料 を整理 して 終 日及び夜 間 の
交 通量 を みてみ よ う。
1.交 通量24時間を 観測 して い る52の道路 区 間
にみ られ る交 通量 の平均 値 は約4万 台で あ る。
(前掲書,90ページ)
2.道 路 種類 別 に み る とi高 速道 路 で は 約
105,000台,一般 国道 は約49,000台,一般 県




ラ ン ク別 帯状 図 で示
す と,全 体 と して昼
間 の交通 量 の流れ と
類 似 して い る。(前掲
書,91ペー ジ)5万 台
以上 の交通 量 は,東
名高 速,国 道1号,
国道16号,野 川 横浜
線 の各道 路,3万 台
以上 の道 路 は,国 道
357号,鶴見溝 ノ ロ
線,川 崎町 田線 で あ
る。 いずれ も,交 通量
の増大 は,騒 音,振 動
のみ な らず 排 出 ガス の
増大 とな って い る。 こ
の点依然 と して 自動 車
公 害対策 の厳 しさを必
要 として い る。
つ ぎに全道路 区 間 の車種 構
成 につ いて み る と,乗 用車 が
51%,バ スが2%,小 型貨物
車が30%,普 通 貨物車 が19%
で あ る。(第4図)一 方 道路種
類 別にみ る と,通 過 交通又 は
トリップ の長 い 自動 車が 多 い
高速 道路 ・国道 では貨物 車i類
が50%前後 と多 く,主 要 地方
道 で は47%,一 般県道 ・市道
で は44%前後 と相対 的に 少な
くな ってい る。
乗 用 車は主 要地方 道 ・一般 県道 ・市道 で54%前
後 と多 く,一 方,普 通 貨物 車は15%前後 と少 な く
な って い る,(前掲書,106ペー ジ)高 速道 路で は,
普通 貨物 車 が23%と多 く,国 道 では18%と両 タイ
プの中間 の数字 に な って い る。
こ こでわ か るこ とは,貨 物 車 に対 して乗用 車が
か な りの比 重を 占め て い る。 マイ カ ーの利用 度 が
地域環境政策の展開
多 く,貨物車の排出ガスと同 じくその排 出ガスの
量 も増大 していることが推定 され る。 この点はあ
とでふれ る。
終 日(24時間)観測地点におけ る昼間の貨物車率
は12時間観測区間 と殆 ど変 っていないことが明ら
かにな った。(第5図)このことは,貨 物車の運行
が財貨やサービスの流通回路が,日 常化 したこと
を意味する。 いかに横浜市 における道路 の活用が,
企業中心型であるかが推定 され る。




物輸送が,低 下 したことを意味す る。 この点は環









18%と昼間 の半分 である。つ まり貨物車が,効 率
性 の高い高速道路 中心 の運行をめざ していること,
市道を さけていることを意味す る。 この点は市民
の生活権,静 穏権を考慮 しているのか も しれない。
に も拘 らず,貨 物車中心 の体系 は,日 本 の産業の







といわざるをえない。 このことは,同 本経済 の生
産,流 通,消 費の主体が企業によって担われてい
ることを考えれば当然の結果であろ う。
市民の立場か らみ ると,貨 物車 の道路利用は,
できるだけ,昼 間を避け,夜 間の道路依存に求め
るべ きであると考える。そ うでない限 り,道路の
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効率的利用はないであろ う。 なぜ ならば,昼 間の
利用 となると,混雑度が増加 し,そ のことは,流
通経費の割高 とな り,消費者価格にはねかえるか
らである。それだけでな く,昼間における排出ガ
スの増大要因 となる。 いずれに しても,環 境基準
をみたす ような環境容量計画を設定 し,貨物車の
運行のあ り方を示すべ きであろ う。
つ ぎに,市 民の立場か らみると,市 内の道路交
通 の混雑度を どのように緩和す るかであ る。一方
で,マ イカーの増大,貨 物量の増大によ り交通混
雑度 と自動車公害は増大す るぼか りであ り,他方
で,市 民の生活権 環境権 の侵害の増大であ り,
まさに二律背反のシステ ムが貫通 している。 これ
を どのように自己統治す るかにある。それには,
現実の交通量の実態をみなければなら な い。320
万人 の住む横浜市において,貨 物車な り,乗用車
な りの交通量は,生 活が活発化すれぽするほ ど増
大す るであろ う。大量 の生産,流 通,消 費のシス
テムがある限 り,交通量は増大す るだけである。
だがそ こには,市 民のニーズに基づ く交通量 の環
境基準容量 があ って しか るべ きである。 この点が
明示 され ないのは片手落ではないであろ うか。 た




おいて,交 通量 の実態を調査する中で,き わめて
重要な問題は,マ イカーの増大量をどのよ うに抑
制するか とい う問題であ るが,同 時に市民交通 の
中で,ど のように大型車が混入 し,それを どの よ
うに抑制す るかの問題がある。 と りわけ窒素酸化
物 を大量に排出す る大型車の混入率が どうな って
い るのか,ま たそれを どのように抑制す るかを検
討 してみよ う。
(5)大型車混入率の問題












































































































































































































〔出所〕 『道路交通センサス』昭和58年,前掲書109ペー ジより作成。()内 は道路区間数。
とがい え る。
道路 種類 別 にみ ると,通 過 交 通又 は トリヅプの
長 い 自動 車が 多い高 速道 路に おいて は26%と高 く,
貨物輸 送 の活 発化 が 目立 って い る。 生産 点 と消費
点 を結 ぶ重 要 な流通 のネ ッ トワー クを形 成 して い
る。 高速 道路 以外 の道路 の平均 値 は17～20%程度
であ る。 これ を他 の7大 都市 と比較 す る と,平 均
混 入率 で は川 崎市 の21.9%をトヅプに,横 浜 市 は
19.2%と第2位 で あ る。第3位 が神 戸市 の18.8%
であ り,以 下東京 都(特 別区)の17.1%,名 古 屋
市 の15.5%,大阪市 の15.5%,京都市 の13.5%,
福 岡市 の12.0%とな ってい る。(第4表)
『報 告書 』 は,「高 速道路 ・一 般 国道 にお いて は
ほ ぼ平均 に近 いが,一 般 県道,市 道 の混 入率 は川
崎市 に次 い で著 し く高 くな って い る。 この ことは,
都市 間道 路 だけ でな く幹 線道 路並 び に補 助幹 線道
路 に も大 型 車が 多 く,交 通 の特性 に対応 した道路
の段階 的利用 が な され て いな い こ とを 示 し て い
る」(同上108ペー ジ)と い う。高速 道路 に おけ る混
入 率 の最 も高 い数値 は京都 市 であ り,38.3%,次
いで 神戸市 の27.9%,川崎市 の23.9%の順 で,そ
の次 が横 浜市 の22.5%0であ る。
一 般国道 で は,名 古屋 市 の20.1%,次い で神戸
市 の18.7%,横浜市18.3%,川崎市17.8%,東京
都14.5%,大阪市11.7%,福岡市10.4%,京都市
10.1%の順である。「交通 の特性に応 じた段 階 的
利用」はなにも横浜市に限 ったことではない。他
の7大 都市において も共通にみ られる現象である。
だか ら,都市部におけ る大型車混入をどのように
抑止す るかの方策を考えていかなけれぽならない。
単純な道路延長 の政策に とびつ くのは再検討すべ
きではないであろ うか。
(6)大型車交通量 の経年変化の問題
『報告書』に よると,昭和58年の大型車交 通 量









横浜市 におけ る交通の発生 ・集中量が最 も多い




ているが,近 年 では,戸 塚区,緑 区,港 北区で,
乗用車,貨 物車 とも,そ の発生 ・集中の比重が高
くなる傾向にあるとい う。
車種別の トリップでは,乗 用車61%,貨物車36
0の割合 とな ってお り,排出ガスs騒 音源 として
大 きな比重 を占める大型貨物車の割合は約10%で







果 によると,昼 間の12時間交通量は,横 浜新道 の
保土ケ谷区藤塚町観測点における7万2千 台を最
高に,交 通量1万 台を超 える地点は,96地点,74
%に 及んでいる。 また前述 した ように,大 型車混
入率は,多 くの地点で15%を超 え,臨 海部等にお
いては40%を超えている。このことは,横 浜市 に
おけ る交通量 の増大が次第に深刻化 していること
を意味す る。
前述のr基 本的あ り方 について』の 「環境面か
らみた自動車交通及 び道路整備の問題点 と課題」
を整理す ると次 のようになる。
第1点 は,横 浜市では 自家用乗用車の保有利用
が多いこと。 この理 由としては鉄道 の密度が低 い
こ と,大規模住宅団地が鉄道 と連関せずに立地 し
ていること,鉄道に代替す るパス路線 の整備が十




いてい ること。中区を中心 とす る臨海部に業務 の
集積,工 場,港 湾,商 業等の自動車交通量の発生
地点が多いこと,交通量の増大に対 して道路が十
分に整備 されていないことが指摘 され る。 もちろ
ん,業 務 の集積を どのように分散す るかが検討 さ
れ るべ きである。 また整備 された路線 も東京都 と
連絡す る路線が多数を占めているので,都 市間交
通,都 市内交通,地 区内交通が円滑にいかない面
もあ り,自動車交通の渋滞 と交通量 の増大が,自
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動車公害を広範 な地域で起 こす要因 となっている。
したが って,都 市構造の未分化 の性格を どのよう
に克服す るかが課題であろ う。それにはs2つ あ
る。1つ は,20年計画で道路構造を整備す ること。




して小型,大 型 とも空車率が高い。 さらに営業用
大型貨物車以外の空車率が増大 してい ることか ら,
自家用貨物車 の積載効率をそれぞれの担当者 と交
渉 して合理的な運行を検討 してい く必要があ る。
第4点 は,環 境保全対策を講 じた道路整備の推
進 にある。
周知の ように,市 の都市計画道路は,昭 和30年
代か ら40年代にかけて計画実施 され,昭 和59年度
末で・その計画延長 は約756kmであ る。それは進
捗率40%であ り,市民の同意,財 政上の理由で,
どうして も遅れ ざるをえない。 とくに都市の住宅
地 の混在す る地域 の道路形成が遅れている。 した
が って,放 射環状型のネッ トワークが未整備であ
る。今後,道 路延長を計画 され るが,環 境施設帯
な ど環境優先 の道路整備が重要であろ う。そ うで
ない限 り,道路整備の進捗率は遅れるであろ う。
市 は環境保全対策を講 じた道路整備の推進を検討





員 となっていないこ となどによ り,新たに沿道環
境が問題 となる地域が生 じる可能性 が あ る」(前
掲書,16ページ)と。
今後は都市計画決定 のあ り方を環境保全 の見地
か ら再検討 されるべきではないであろ うか。この
環境保全対策 としては,緩 衝地帯 の設定だけでな




とい うのは,横 浜市においては,市 街化調整区
.: 地域環境政策の展開
域に約123km(昭和59年度末)の都市計画道路が計
画決定 されている。今後 この計画道路が実施 され
るに当 って,緑 地の保全を最優先すべ きではなか
ろ うか。 なぜな らば横浜市の緑地が毎年減少 し,
環境容量を満す ことがで きない状況にあるか らで
ある。最近は,こ の市街化調整区域におけ る緑地
保全の重要性が一層高ま りをみせているか らであ
る。 自然環境保全を前提に した道路建設を どのよ
うに進めるかが大きな課題 となるであろ う。
わた くしたちは,横 浜市における自動車交通 の
現状及び今後 の課題について検討 してきた。そこ
で明らかになった ことは,自 動車保有台数はます
ます増大 し,道路整備 も着h進 行 しているが,そ
れに対応で きない環境状況にある。それはきめ こ
まかい交通量 の増大 とくに市街地におけ る大型車
混入率の増大に顕著にみ られ,市 民の生活環境は
ます ます悪化する方向に進んでい ることがわかる。
大 ・中量輸送機関 の整備の立 ち遅れ,道 路整備の
遅れ と道路交通の未分化は,自 動車公害の増大を
もた らしている。 さらに貨物車の積載 の効率化を
計 ることによって自動車公害を抑制する点も,重
要 であることを確認 したい。
だが何 よ りも,市 民の生命 と健康を守 るために
も,自 動車公害の現状を把握 しなけれぽな らない





横浜市 におけ る大気汚染の環境基準 は,将 来 目
標値0.02Ppmであ り,当面は,0.04ppmで対処
す るとい う考え方に立 っている。 このところ,自
動車の排出ガスによる大気汚染は,自 動車の保有
台数の増加,走 行量 の増大に比例 して,増 大す る
ぽか りである。一般的に 自動車排 出ガスによる大
気汚染 となる物質は,一 酸化炭素,炭 化水素,窒
素酸化物,浮 遊粒子状物質,さ らにデ ィーゼル車
か ら排出され る硫黄酸化物,黒 煙な どがある。
横浜市 においては,こ れ らの物質の うち,一 酸
化炭素については,公 害対策局の厳 しい政策によ
って,減 少 し,市 の環境基準に適合 しているとい
って よい。 また二酸化硫黄について も,横浜市の
公害対策局の抑制政策 によって,環 境基準を達成
している。この2点 は評価 して よいであろ う。 に
も拘わ らず,道 路沿道における一部地域では高い
濃度をだ している。 この点 の対策を どうす るかが
残 されてい る。
ところが,横 浜市は,電 気 自動車 の進め,マ イ
カー族の自粛運動,メ ーカーに対す るエンジンの
改良の要請,貨 物車の自主規制などを進めてきた
に も拘わ らず,窒 素酸化物,浮 遊粒子状物質は,
依然 として増大 している。それは,前 述 した自動
車の走 行量 の増大によるか らであ る。1984年に,
横浜市公害対策局が二酸化窒素について実施 した
測定結果に よると,一般環境大気15測定局中6局
が辛 うじて環境基準に合格 している。だが,残 念
なことに,自 動車排出ガス8測 定局が環境基準に
は適合 していない。 このこ とは,き わめて問題で
ある。 いかに 自動車 の走行量が増大 しているかが
わかる。
横浜市民の要請に基づいて1か 月の 測 定 結 果
(昭和57-59年)をみ ると,な ん と21測定地点 の う
ち過半数に当 る13測定地点で環境基準を突破 して
い る。いかに二酸化窒素の濃度が深 まってい るか
を示 している。 こうした窒素酸化物に対す る抑制
を どう計 るかが問われ るのは当然であ る。
このことは,神 奈川県 の環境部が発表 した昭和
59年度の測定結果 と対応 してい るといって よい。
例 えば,二 酸化窒素の測定結果に よると,一 般環
境測定局では,47局中30局,自動車排出ガス測定
局では,75局中41局が,そ れぞれ環境基準に適合
している。 とくに不適合地域は,な ん と横浜 と川
崎の両市であ る。
あえて,神 奈川県の全状況についてみ ると,横





市の県西部 の6局 にす ぎない。 こうしてみ ると・
横浜,川 崎の汚染状況は極端であ るが,県 全体 と
地域環境政策の展開
しても,環 境基準を クリアー してい る地域は少な
い ことがわか る。県域において も自動車の保有台
数の増大 と自動車走行量の増大 とは,ま す ま す
Noxも増大す るとい う相乗作用の メカニズムが働
いてい るわけである。わた くし自身 も責任を自覚
しなが ら,県 の対策についても見守 りたい。
ここで改めて横浜市の問題に戻 して考 えてみ よ
う。











実 には,す でに昭和52年におけ る市 内の窒素酸化
物 は,固 定発生源(工場など)と移動発生源(自動
車)の 比率は6対4と な って い る。 この当時の一
般大気汚染常時監視局への各発生源か らの汚染寄





近 い鶴見保健所においても,固 定発生源 と自動車
との寄与濃度の比は1対4と 自動車の方が高い。
この時点 で,工 場な どの固定発生源か らの排煙
は高煙突か ら排 出され,拡 散 され広域的 に汚染を
もたらすのに対 し,自 動車排出ガスは局所的汚染
を もた らす。 もちろんこの現象があちらこち らで
お こると,そ れは拡散 され,全 体 として大気汚染
を増大す る結果 となる。
い うまで もな く自動車排出ガスに よる汚染は,
固定発生源か らと結びついて首都圏全体 としての
汚染気団を作 り,光化学 スモ ッグをおこ している。
また自動車排出ガスに含まれ る物質 として発ガ ン
性 物質をあげることがで き る。「東名高速道路の
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都夫良野 トンネル内で採集 した粉 じんが他地点の
粉 じんに比較 して大腸菌に対す る変異原性力が数
倍強いとい う学会報告 もあ り,また 自動車排出ガ
ス中か ら発ガン物質であるベ ンツ(a)ピレンが検 出
されることは古 くか ら知 られている。加えて ブレ
ーキに使用 されている石綿(アスペス ト)も発 ガソ
性の点で留意 しなけれぽならない。
また別の識者は舗装材であるアスファル トに よ
る粉 じん汚染も重要視すべ きであ るとい う。
これ らの物質はいずれ も高濃度の場合,発 ガン
性が確i認された り,他 の障害をお こす ことは事実
である」(横浜市公害対策局,『公害との戦い』,昭和57
年版,15-X16ページ)だが 「当時の大気汚染程度の
低濃度汚染が,ガ ン疾病等の人体被害 に結びつ く
ことは確認 されてい な い」(同上16ページ)と。だ
が 「危険が予想され る汚染物質は可能 な限 り除去
してい く必要がある」 と厳 しい態度で望んでいる
ことを評価 したい。に もかかわ らず,そ の手段,







が主 として横浜 と川崎 の両市であ ることはまえに
述べた。県下の大都市において窒素酸化物 の汚染
状況がいかに進行 してい るかが明白である。 こう
した中で改めて横浜市 の状況をみ ると,昭和60年
度では,第5表,第6表 が示す ように,一 般局15
局中7局,自 動車排出ガス測定局(以下自排局)で
は,8局 中6局 が不適合であ る。汚染は深刻 であ
る。
前述 の 『横浜市公害防止 計 画』(横浜市1986年12





また環境 基 準を超 えた 日数 はY般 局 で2.1%,

























































































































































































〔出所〕 横浜市編 『横浜市 自動車公害防止計画』昭和60年,統計 より。
経 年変 化 を第6図,第7図 か らみ る と,こ こ数
年,ほ ぼ横 ばい の状況 で あ る。
また二 酸化 窒素 につ いて は,こ れ ら常 時監 視測
定(1か 月単位)を 行 ってい るが,昭 和57年～60年
度 の測 定結 果 では30測定地 点 の うち17地点 がi環境
基 準 を超 えてい る。(『前掲書』20・)21ページ)
ここで 明 らか な こ とは,主 と して昭 和57～80年




































〔出所〕 前掲書,統 計3の2よ り。
55
を超}て いる点にある。この点はいかに して 自動
車公害防止策 を立て るかを迫 った課題である。 さ
らに測定の中味の分析 ならびにそのインパ ク トの
分析が残 っている。問題は,自 動車排出ガスの増
大は,横 浜市の都市問題に とって どのように解決
す るかを迫 られている。たえず論議 され るこ とは,
都市政策 とは,都 市の住民 の快適環境を保全する
ことにある。 ところが,人 口の増大s産 業の発展,
道路 の拡巾の増大,住 宅団地の拡大 などの都市問















このために,横 浜市 の人口,産 業構造 の問題 にふ
れ ざるをえない。
② 市域の主要構造
横浜市 の人 口の推移をみてもわか るように,市




全 国第1位 である。『前掲書』 の人 口の経年 変 化
をみると昭和30年に114万人が,昭 和50年には262
万人,60年には299万人 とな った(第8図)。高度
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56年か らは再び増加の傾 向を示 した。
産業についてみ ると,商業では,伝 統的に西区,
中区が中心的 に発展 してきたが,交 通体系の利便
性か ら,大規模商店街が,横 浜駅西 口,関 内地区,
上大岡駅地区,戸 塚駅周辺の拠点地区に集中 して
いる。1960年には横浜駅東 口の専門店,大 規模商






各業種 とも中区,神 奈川区,鶴 見区等の都市 ・臨
海部を中心に立地 している。 こうした中で特徴的
な点は,交 通拠点地区を中心に集中化がおこって
い ること,し たが って,こ うした拠点地区にクル




は,伝 統的 な中小商店街が衰退 している点 にある。
この対策をどうするかが大 きな課題であ る。寡 占
的商業資本 の支配か らどのよ うに自立 してい くか
の条件づ くりを示す必要があ る。
次に工業 の集積状況を簡単に示 してお く。
横浜市の工業の発展は,高 度成長期に鶴見,神
奈川の西区を中心に,鉄 鋼,機 械,石 油,化 学等
の工業が,大 資本を中心に関連下請工業が発展 し
てきた。 こうした石油多消費型工業 の発展は,一
方で工業生産高 の増大に基づ くGNPの 増大に貢
献 した。他方 でそれは当時硫黄酸化物の公害関係
工業 と位置づけ られた。それは当時た しかに京浜
公害地域 の一翼を 担 ったのである。(清水,猿田,
富山共編 『京浜公害地帯』196ユ年,新評論)昭和30年
代から 昭和50年代前半には,本 牧 ・根岸 ・金沢
等の埋立地が造成 され,臨 海工業地帯を形成 し,
新 しい工業集積がおこ り,道路 の拡張,そ れを中
心 とす る背後地域における社会資本 の増大をみた。
この資本の集積化は,必 然的に環境悪化を誘発 し
た。つま り一方における資本の集積 ・集中は他方
での資本の分散 ・分化を作 りだ し,人 口の集中,
地域環境政策の展開
雇用量の拡大,所 得の向上を もたらすが,そ のこ
と自体が,交 通体系の再編成,流 通過程の拡大を
もた らし,自動車交通量の増大を必然的に増加す
る。 ところで,工 業の集積 ・集中は,社 会資本 の
増大を促進す る。それは,道 路,住 宅,学 校,病
院 な どの拡大を要請す る。 とくに社会的費用は飛
躍的に拡大す るシステ ムを作 り出すのである。 し
たが って交通量 は増大す るのみであ る。 もちろん
交通量 の増大は,経 済における生産活動,流 通過
程,消 費過程の拡大 と結びついている。
港北区,戸 塚区,緑 区,旭 区,港 南区の各地域
における電機,一 般機械の工場 と関連 して,事 業
所が増大 している点を考慮 してほ しい。 この点に
おいて,ど の ような都市計画を したかが改めて問
われるであろ う。 この地域 におけ る快適環境づ く
りを どうす るかが問われている。 さらに1980年代
か らはMM21計画による新 しい都市中心部におけ
る業務集積に基づ く交通量 も集中す る。 この点,
改 めて環境政策の視点でフィー ド・パ ックすべ き
である。
ここには,既 成工業地帯か ら工場を一方的に拡
散 しようとす る工業再配置政策のデ メリッ トがあ
る。産業政策 と地域計画を結びつ く市 自治体の発
展を どの程度はか ったのかいまも疑問である。だ
か ら交通量の拡大 は,市 民 の環境不安をもた らし
た のである。 この点を改めて自覚 して考えるべき
であろ う。田村明氏はこう書いている。「地 方 圏
におけ る工業開発 の政策 も都市政策 としては,成
功する可能性を もっていなか った。単 なる人 口の
集積は,そ れ 自体 としては,決 して 『都市』の形
成 を保障す るものではない。『新産業都市』や『工
業整備特別地域』に代表 され る過去の地域開発計
画は,中 央政府 の自己発展力を もつ新 しい都市を
形成す るとい う点では,多 くの場合,失 敗に終 っ
ている。
環境 の破壊 と汚染の拡大 とい う大 きな代償を払
いなが ら推進 された この政策は,活 力ある新 しい
地方都市を形成することは 成功 しなか った」(『21
世紀への都市政策』現代総研シリ0ズ。No.12,8ペー
ジ,1986年)
この点,的 をついてい る。個別の都市政策の メ
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リ ッ トはあ った もの の,田 村 氏流 に い うと横浜市
は都 市政 策 にお いてか な りの努力 を して い るが必
ず し も成 功 して い る とわ いえな いの では なか ろ う
か。そ れ は今後 の課題 であ ろ う。工 業 の集 積政 策
を,市 民 の文化,福 祉,環 境 政策 を優 先 した都市
政 策 に志 向すべ きであ ろ う。 都市政 策 は,エ ン ド
レス な試 行錯誤 の連 続 であ る。
この こ とは,横 浜市 に おけ る土地 利用 の状 況 を
み て も明 白であ る。前述 のr公 害防 止計 画』 に基
づ いて}そ の ポイ ン トを数 量的 に示 してみ ると,









%(2,777ha)とな って い る。 この24年間に,農 地,
山林が減 少 し,そ れ に代 って住 宅地,工 業地,商
業地t道 路 な ど,公 共 用地 が増 大 した 点に あ る。
こ こで も,工 業地,住 宅地 な どの増 大 は,他 方 で,
道路 拡幅,生 産,流 通,消 費 な どの各事 業部 費を
増 大 した。 したが って 自動 車交通 量 の増 大は,必
然的 で あ った。 この事 実か ら環境 政策 が重 要性 を
もつ の であ る。
5.自 動車公害対策の基本前提
(1)横浜 市民 の 自動 車公害 に対 す る関心度
この問題 に入 るまえ に,昭 和60年に神 奈川 県 の
環境 部 大気保 全課 が 実施 した 「自動 車公 害 に対す
る県民意 識把 握 の ため のア ンケー ト調査 」 を示 し
た い。 それ に よ ると,横 浜 市民 は,自 分 の住 ん で
い る周辺 の生 活環境,居 住 感等(交 通,買 物,イ ソ
フラの整備状況等)に つ いて の解 答 を示 して い る。
「よい」15.4%,「まあ まあ よい」 が35.4%,「普
通 」21.7%,「や や悪 い」18.9%,「悪 い」8.6%
で あ る。 と くに 「よい」 「まあ まあ よい」 を 合 わ
せ ると5割 以 上 であ る。 この点 は生活 感 覚 におけ
る中流意識 と結 び つい て い るのか も知 れ ない。 だ
一74一 地域環境政策の展開
が 「や や悪 い」 「悪 い」 合せ て27.5%であ るこ と
を肝 に銘ず るべ きで あ る。
自動 車公害 の関 心度 につ いてみ る と,「非 常 に
関心 を もってい る」が38.6%,「やや関 心を も っ
て い る」 が52.0%であ り,合 せて90.6%であ る。
「あ ま り関心 を もって い ない」が8.9%,「全 く関
心 を も って いな い」が0.5%であ る。横 浜市 民 は,
クルマ の保有者 を 含め て 自動 車公 害 に深 い関心 を
も って い る こと,同 時 に住 み良 い横浜 にす るため
には,こ の 自動車 公害 を なん とか 追放 して ほ しい
とい う意 識 が働 いて い る と考 えて よい であ ろ う。
こ の点 か ら自動 車公害 防止 のため に,市 当局 は最
善 の施 策 を示 しつつ あ る。
つ いで に前記 の調査 に よる と,自 動 車公 害 の一
翼 を担 ってい るマ イ カーの使用 状況 を み る と,
「通 勤 ・通 学」 が25.4%,「仕事 」 が13.2%,「送
迎 」 が5.6%,「買物 ・家事 」が28.8%,「レ ジ ャ
ー」 が23.5%,「そ の他」 が3%で あ る。
一方 電 車パ ス等 の公共交 通機 関が十 分 に整 備 さ
れ混雑 が緩 和 され た場 合 マ イカ ーを や めて 「公共
交通機 関 を利用 す る」 と答 えた ものは,43%で あ
り,「利 用 しない」 と明言 した ものは,23%で あ
る。 この点 は,現 在 の公共 交通 機関 へ の不 備 を表
明 した もの と うけ とめて よいであ ろ う。
ともあれ,県 の調査 でみ る限 り,横 浜市 民 は,
自動 車公害 問題 に90%以上 が関 心を も ってい る と
い うことであ る。 そ こには,自 動車 公害 に対す る
な ん らか の規範 を要 求 して い る と考 え るべ きでは








健康に対 して どのようなイ ンパ ク トを与え るかを
分析 している。 この分析は,き わめて控えめであ
るが,問 題 を突いてい る。その要点を示 してお く。
現在の大気汚染 と慢性閉塞性肺疾患の関係につ
いて,次 の ような結論を出 して い る。「通常,現
在の大気汚染 も,過 去の大気汚染の場合 と同 じく,
そのほ とん どは化石燃料の燃焼によるものである。
したが って,現 在でも我が国の大気汚染は,二 酸
化硫黄,二 酸化窒素及び大気中粒子状物質 の3つ
の汚染物質で代表 しておいて も大 きな誤ちを来す
ことはない と考える。 しか し,燃料消費事情,汚
染対策,発 生源 の変化,特 に交通機関の構造変化
によって,我 が国の最近の大気汚染は,二 酸化窒
素 と大気中粒子状物質が特 に注 目され る汚染物質
であると考 えられ る。
2)現 在 の大気汚染が総体 として慢性閉塞性肺
疾患 の自然史に何 らかの影響を及ぼ している可能
性ぱ否定できない と考える。 しか しなが ら,昭 和
30～40年代においては,我 が国の一部地域 におい
て慢性閉塞性肺疾患について,大 気汚染 レベルの
高い地域 の有症率の過 剰を もって主 として大気汚
染に よる影響はこれ と同様 のものとは考え られな
か った。……」現在の大気汚染は,主 として人口
集団への影響に関す るものとしている。だが 「汚
染 レベルが高い と考え られ る局地的汚染の影響は,
考慮を要するであ ろ う」(r産業 と環境』1986年5月
号,23ペー ジ。通商資料調査会)つ ま り今 日の 大 気
汚染の健康へのイソパ ク トは自動車公害に よるも
のであることを,遠 まわ しに述べてい るのである。
こうして,横 浜市民の自動車公害に対する関心
度の高 さは,一 方で,そ の健康へのインパ ク トを
かな り配慮 していると考 えられ る。
自動車公害の人間の健康へのイソパ ク トは今後,
科学的に調査 され るべ きである。だが今 日,自動
車公害の健康への影響は,市 民的常識にな ってい
る。だか ら,自動車公害防止を どうす るかが問わ






吟味 したい とおも う。
「人間の環境は,そ の性格的内容か らして全一
地域環境政策の展開
体的 な相互関連性を もったものであ って,そ れを
損傷す ることは,ど のようなものであれ,物 的破
壊の原因 となるぽか りでなく,社 会組織 の破綻,
心理的 な悪影響 ならびに文化 の混乱を招 く可能性
が強 く,し たが ってあ らゆる社会の人び との福祉
に直接の関連を もつ。……」
「とりわけ重要なのは,人 たるもの誰 もが健康
や福祉を侵す要 因にわ ざわいされ ない環境を享受
す る権利 と将来 の世代へ現在 の世代が残すべき遺
産 であるところの自然美を含めた自然資源にあず






ここで,強 調 された の は,ま さに人 間 の環境 権
の設 定 であ る。 もちろ ん,こ の環 境権 は,憲 法 に
あ る基 本的 人権 に あ る と考}る 。 日本 国憲法 第25
条 に あ る 「すべ て国民 は健康 で文化 的 な最低 限度
の生 活 を営 む権利 を有 す る」 とい う点 にあ る。 こ
れ は環境 を享 受権利 と して の生存 権 の主張 であ る。
一 方13条に よると
,「す べて 国民 は,個 人 と し て
尊 重 され る。 生 命 ・自由及 び幸 福 の追求 に対 す る
国 民 の権利 につ いて は,公 共 の福祉 に反 しない限
り,立 法,そ の他 の国政 の上 で最 大 の尊重 を必 要
とす る」 とい う規 定 であ る。 この項 目は幸 福追 求
権 であ る。
こ うした環境 権 は,民 法上 の視点 か ら見 ると,
人 格権 の延 長で あ る損 害賠 償 の問題 と,差 止 め の
問 題 に分 け て考 え られ る。 だが 現実 に は,環 境 権
を基 軸 に開 発が考 え られて い ない ところに問題 が
あ る。 と くに 自動 車公 害 の問題 は,自 動 車 の利用
者 も被利 用者 とも,多 少 の違 い はあ る ものの,環
境上 か な りのかか わ りを も って い る。
た しか に 自動 車公 害 の基 本 原因 を検討 す ると,
発生源 で あ る メーカ ーに求め る見解 が あ る。 そ の
通 りであ る。 だが 現 実 には,直 接的 に,メ ーカ ー
と利 用者 にあ る とい う考 え方 に立 って い る。 それ
は 今 日,日 本 の多 数者 に な りつ つ あ る。 そ こに問









公害の実態 を調査 ・点検 し,な にが公害,環 境破
壊の原因であ り,それが どのような道す じで拡散
し,それが どのような結果 をもた らしたかを究明
す る必要がある。 その基本視点は,環 境権を どの
ように守 ってい くかにあろ う。
この点横浜市の公害対策局 も,か な りの努力を






や 自動車交通 の動 向等を踏 まえ,地 域 の特性に応
じて,現 状の道路沿道の環境を改善す る施策はも
とよ り,新たな自動車公害を生 じさせないよ う未
然防止の観点からの施策を講 じてい く必要があ る。
また,こ れ らの施策を有効かつ適切に講 じてい
くためには,長 期 な視点に立ち,総 合的,計 画的
に推進 してい く必要があ る」 と。 ここで明 らかな
ことは,発 生源対策,未 然防止対策を主張 し,長
期的な視点に立 って総合的,計 画的に推進 してい
く必要があるとい う点であ る。 この点 さらに市民
の環境権に立 って,短 期,中 期,長 期の視点に立
って具体的 な実践的施策を立てることを期待 した
いo
要す るに,『防止計画』は基本方針 の理解 に 立
って,(1)地域特性に応 じた施策の推進,② 未然防
止の観点か らの施策 の推進,⑧ 総合的 な施策の推
進をす るとい う。
例えば(1)について要約するとこうである。横浜
市 の自動車交通 の地域特性を示 している。大型 ト
ラックの発生,集 中の地域 は,京 浜工業地帯,横
浜港を背景に した臨海部であ り,業務用 自動車は,
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都心部であ り,さ らに商業,工 業地域に及んでい
る。 さらに大型 トラック,業務用 自動車,マ イカ
ーなどの多様な クルマの交通量の多い既成市街地,
さらに貨物車,乗 用車が急増 している郊外地域で
ある。それ ぞれ の地域 におけ る効果的な自動車公
害対策を どうす るかである。
第2の 課題は,公 害の未然防止であ る。この点
自動車公害についても同 じことである。 この視点
か ら,横 浜市がみな とみらい21計画,港 北 ニュー




前述 のr公 害防止計画』は次の ように要約 して
い る。
「このため,本 市 の環境管理計画 の活用等に よ






とする」 とい ってい る。 この点をどのよ うに具体
的に進めるか,市 民 と行政 との協力によって実現
していってほ しいo
第3の 総合的施策の推進策である。つ ま り従来
の個別的,局 所的施策だけでな く,新 しい視点か
らの総合的施策を推進す るとい うのである。それ
は例えば次の指摘にみ られ る。
「このため発生源対策,道 路対策,交 通管理 な
ど従来か ら講 じられて きた施策を更 に充実 ・強化
す るとともに,こ れ まで自動車防止の観点か らは,
十分に講 じられなか った物流対策や沿道土地利用
対策など,事 業活動や市民生活 と係 りのある施策
についても積極的に取 り組んでい くものとす る」
こ うした施策を十分 に発揮 させ るために,国 ・
県,関 係機関,事 業者,市 民等に協力を求めてい
くとい うのである。
(2)現代資本主義と自動車公害




した ら改革で きるか とい う課題があるとおもう。
自動車の大量生産体系には,た んなる自動車産
業だけでな く,鋼材,銅,ア ル ミ,ニ ッケルなど
さまざまな材料産業をは じめ とす る大量の石油,
電力を消費す る。 こうして自動車産業の生産のた
め基礎資源,エ ネルギー資源を生産す ると同時に
このために大量 の資本 と労働力,技 術を投入す る。
この背景には,道 路,ガ ソリンスタンド,駐車場,
レス トラン,モ ーテル,ス ーパー,レ ンタル,金
融業,広 告業,自 動車学校などの新 しい関連産業
の需要があ り,さ らにユーザーを拡大再生産する
メカニズムがある。つ ま り大量生産 の自動車に対
して,た えず新 しい需要が生 まれ,消 費意欲をか
きたてるためのさまざまな手段が開発され る。 と
くに大量生産,大 量流通,大 量消費の現代資本主
義におけ る自動車産業 の発展の大系がある。 した
が って都市において も,ク ルマ社会 の登場 は,道
路投資を増大 させ るぼか りでな く,業務用の駐車
場,家 庭用の駐 車場 の面積の増大を伴い,さ らに




物流 と人流の増大はもはや人 々の消費生活 と結
びついている。つま り都市 と農村 とを問わず,自
動車な しに快適な生活のみな らず物的最低限の生
活 を営む ことはできないメカニズムを作 りあげて
しまったのである。 このメカニズムに どの ような
メスを入れ るかである。一方,こ うしたメカニズ
ムが増大すれぽす るほど,合 理的な資源 の再分配
機構は歪め られざるをえない。都市におけ る市民
の生活のあ り方は,市 場で購入 される財貨や,サ
ービスの需給関係 でのみ決 まるのではな く,教育,
医療,福 祉,交 通,住 宅など公共的に供給 され る
サー ビスの質,さ らに自然 ・都市環境などに よっ









生産性 の増大 と他方で,自 動車公害に よる非人間
性,公 共性破壊,不 平等性,健 康破壊,都 市政策
の障害 とい うマイナスの側面をもっていることを
自覚 しなければならない。 とくに,自 動車公害は,
交通事故の増大,大 気汚染 の深刻化,犯 罪件数の
増加,公 共交通体系の破壊,歩 行者支配,騒 音,
振動などによる生活者 の静穏権 の破壊などを もた
らしてい る。したがって 自動車公害対策は,地 域





踏 まえた自動車公害が ガン細胞の ように普
及 しているメカニズムの分析か ら示すべ き






この問題を解 くためにい くつかの対策 と現状 の
問題点を指摘 している。以下,こ の内容を要約 し




素酸化物は一向に改善 されていない ことを報告 し
ている。 このことは自動車保有台数の増大 と走行
量の増大 と関係 している。
前述の 『公害防止計画』は,こ の点を次 のよう
に答えている。
「本市 におけ る自動車か らの窒素酸化物排出量
の推移か ら規制 の効果をみ ると,第8表 に示す よ
うに乗用車類及び小型貨物車類については,総 走
行距離の増加に もかかわ らず,昭 和58年度 の排出
(3)自動車公害の発生源対策,そ の他 の
対策 と課題
次に この点の問題点を指摘 してみ よう。
第1に 発生源対策である。
ここでは,直 接 自動車 メーカー,ユ ーザ
ーなどについての明確な追跡 よ りも,一 般
的発生源に限定 して要約す る。つ ま り公害
発生源対策 として,そ の根本的理由のメカ
ニズムを問わずに,現 象的に,自 動車排 出
ガス,自 動車騒音の 「許容限度に基づ く規
制や適正な点検整備等の実施に より,公害
の発生源の低公害化対策及び メタノール自
動車,電 気 自動車などの低公害車の開発 ・
普及」を主張 している。 ここには発生源対
策 の技術上 の対応があ る。 もちろんこのこ




































































































2乗 用車類:軽 乗用車,乗 用車,大 型乗用車(バ ス)
3貨 物車類(大 型車):普 通貨物車,特 殊(種)車
4貨 物車類(小 型車)=軽 貨物車,小 型貨物車,貨 客車
〔出所〕 前掲書,統 計表5-2よ り作成。
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量 は,昭 和49年度の約60%となってい る。 しか し,
大型車については,総 走行距離の増加や乗用車に
比べて規制が緩い こともあ って,昭 和58年度 の排
出量 は,昭 和49年度の約1.4倍に増加 し,自動車
全体 としては昭和49年度(約17,100t/年)から昭
和58年度(約14,000t/年)の間にわずか約20%し
か減少 していない と推計 され る(第8表)。」
事実 としては,こ の通 りであろ う。問題はこの
間 の道路 の拡幅,さ まざまな排出ガス規制 と自動
車走行量 の増大 との関連が示 されていない。問題
は,自 動車排 出量が,10年間に20%しか減少 して
いない とい うのは,問 題 である。つま り発生源対




量 の増加,デ ィーゼル自動車 の排出ガス対策 の技
術開発の遅れ,現 行の規制モー ドが大都市の走行
実態に即 していないこと,さ らには,燃 料効率が





これによると,静 かな住環境を 目標 とした環境基
準を達成 している地点は全体 の15.1%しかな く自
動車騒音公害 は改善される兆 しはみ られていない。
横浜市においても,と くに 目立つのは,幹 線道
路沿道 の騒音 はきわめて深刻 である。 とくに大型
車 によるイソパ ク トがかな り大 きい。だか ら市は
大型車規制に重点をおいている。大型車の使用過
程車に関す る調査例によると,定 常走行時におい
て乗用車 よ り約10ホン高 く,第2段 階規制値(加
速走行騒音)に よって も乗用車に比べて5ホ ン高
く,大 型車の騒音は沿道住民 の環境を悪化 させて
いる。 この点につ い て,『横浜市における自動車




トが整備されていないため,臨 海部 の工場 ・事業










「この大型 トラック対策 としては,ま ず,発 生
源対策が基本であるが,今 後の重要な対策 として,
既存道路の大型 トラック交通量を減少させ ること
があげ られ る。 このため,現 在建設中の護岸道路
等 を大型 トラックの走行を前提に環境保全対策が
十分に講 じられた低公害走行ルー トとして整備す
る必要がある。 さらに,今 後,大 型 トラ ックの混
入率が高い と予想される幹線道路 の建設について
も,こ のような配慮を した うえで整備す ることが
望 まれ る。」
この指摘は,大 型 トラック対策 として道路拡張





題 な大型 トラックの騒音そのものに対策す る厳 し
い対策を示すべきである。現在の技術水準 で不可





ここでは,低 公害車 として電気 自動車及び メタ
ノール車をあげている。すでに横浜市は昭和55年
か ら3か年 にかけてその試用を調査 した。その結
果 は,第9表 をみると,い かに限定 されているか
がわか る。公用車だか ら可能であって,民 間に こ
れを普及させ ることは,い まの市場 メカニズムの
もとで どの程度できるかである。 もちろん,い ま
の自動車公害に対す るアンチテ ーゼ としては よく
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第9表 メタノール 自動車の排出ガス特性等
○メタノール ・トラック(パ ン型)主 要諸元
(1)最大積載量









一一 一 一 一一__
NOx(10モー ド法)
1顯(フ リー ・ア クセル法)
メ タ ノ ー ル 車 0.29(9/km)
ジ ー ゼ ル 劇
・(%)悸 測 値
1.08(9/㎞) 24t%) //
○排出ガス性能(ユ0モー ド法) 単位:9/㎞　 ～一 ～ ～ ～ ～ ～ 、～1 co HC NOx
試作 メタノール車実測値 1.19 0.05 0.29
ガ ソリソ乗用車に対する53年度規制値 2.70 0.39 0.48
注:ア)Lデヒドr,rf`ついては,測 定に時閲を要するた画 今後調査することとしているが,対策 として触媒を装
備しており,最近の研究報告等からも明らかのように問題はないものと考えられる。な紅 試作車はア)L
デヒド特有の刺激臭を一切発生していない。




















輌 通 行禁 止36珈9447巨 α332
0方 通 行1781・4 ,6276・18,243
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また,メ キシコで採用 された といわれ るメタノ
ール車については,第9表 に示す ように,窒 素酸
化物排出量が同型のディーゼル 自動車 の約25%と
少な く,黒 煙のほ とんどない とい う公害対策上の
利点があ るとい う。 もちろんこのことが実験的に
成功すれば,法 律的に義務づけ るべ きであろ う。
ところが市場 メカニズムのもとにおいては,従 来
の石油資本か ら猛烈 な抵抗がある。 このことを市
民 レベルで既成 のガ ソリン対策 に対 して厳 しい コ
ン トmル をすべきであろ う。
さらに,前 述の 『防止計画』においては,電 気
自動車についてはその限界性を指摘す ると同時に
そ の推進策を強調 してい る。例えぽ 「電気 自動車
については,一 充電当 りの走行距離や加速力等 の
性能面 のほか,車 両価格が高い等 の経済面か らの
問題 もあ って,そ の普及が進まない状況にある。
このため,電 池の性能向上等の技術開発の促進 は





ることが自動車公害防止の観点か ら効 果 的 で あ
る」 としている。 その他 トラ ック,バ スなど大型
車については,最 新規制適合車への代替をすべき
であ り,デ ィーゼル車については,副 室式か ら直
噴式への移行を試みている。 さらに同計画は,低
















制 として物流対策 と乗用車交通量抑制 として人流




大型貨物車 ・トレーラー等の利 用 拡 大(12.0%)
とな っている。
したが って今後の対策の課題 としては,ま ず現
状 の認識か ら出発 している。つま り最近 の物流の
動 向をみると産業構造の変化,消 費者 ニーズの多
様化,国 際化,情 報化に対応 した多品種少量,多
頻度等 の輸送形態が進み貨物車輸送が増大する。
これに どのように対応す るかである。今後市 の管
理のもとで,共 同集配送 のネ ットワークの推進,
営業用貨物車の利用,低 公害輸送形態 としての鉄
道利用,船 舶 との共 同一貫輸送が,現 在の法制度
のもとで可能であるか。 ときには,公 害防止を前
提に した輸送上の法整備を どうす るかが問われる
課題である。 さらに乗用車の交通量を抑制す るた
めに,マ イカー依存の生活体系を改革 しつつ,鉄
道,新 交通 システム,バ ス路線等 の大 ・中量公共
輸送機関の整備 とその促進に よって乗用車か ら公
共輸送機関への転換を,市 民運動 として盛 り上げ
る必要があ る。もちろん行政当局が主体 となって
関係機関へ働 きかけることはい うをまたない。 さ
らに市民の安全 と環境保全を前提 とした道路網の






(大気汚染,騒音)のモデル分析の結果 の一部 を 紹
介 してお く。
第1に 大気汚染対策に よる効果をみると,発 生
源対策 として,デ ィーゼル自動車,重 量ガ ソリン
自動車についてのNo。の排出量 を現状(昭和58年
度)に よ り10%削減 した場合を想定す ると,No=
削減量は755t(年)で,全体の5.6%であ る。 さ
らに現状 よ り50%削減 した場合,3,777t(年)の
削減量 で,そ の割合は全体の27.8%にあた る。50
%削 減するためには,か な りの制度改革 と抜本的
対策つ ま りユーザー,市 民 の主体的協力を必要 と
す るであろ う。
電気 自動車の普及による削減効果は,426t(年)





つま り前述 の各種物流合理化対策 の推進 による貨
物運行の効率化対策を実施 した場合 に は,868t
(年)の削減量にな り,全体の割合は6.4%の削減




ガスを削減す るためには,市 民,行 政,関 係機関
が,市 民 の快適環境保全 を基準に した,相 互の知
的緊張関係を前提に した協 力体制が必要である。
市 当局,市 民が,子 や孫に誇れる住み良い環境を
守 るために自ら厳 しく自動車公害対策を踏 まえて,
実行 してい く勇気が必要である。
(4)今後 の課 題
さい ごに な ったが,政 策主 体者 は,対 策 の根 底
に公 害対 策 の原 理 であ るPPP原 則 の問 題意 識 を
もってほ しい ものであ る。 た とえ ば,亡 くな った,




っている。r社会的費用 とは,私 的生産活動 の 結
果,経 済上こ うむ る有害な影響や損害だ と規定す
ることができる。社会的費用は,さ まざまな 『不
経済』 とか危険や不安の増大 とい う形態を と り,
遠 い将来にまで拡が りかねない ものである。 これ
らの不経済が社会的費用 となるのは,そ れが実際
には第3者 や社会に よって負担 され るか らである。
この意味で,こ うした不経済はまさに 「外部的な
ものである」(同訳書89ページ)
ここでは,私 的生産活動の結果,第3者 がこ う
む る費用である。 自動車公害 についていえぽ,生
産,非 生産活動を問わず,利 用者が第3者 に対す
る加える健康,精 神的不安,環 境権 の侵害などの
社会的費用 とい うことになる。 この社会的費用の
計算は難解である。
少 しクールに分析 してみ ると,現在 の市場制度
を前提 としてい る限 り,公害防止 の経済政策は,
社会的損失を原因者が負担すべ きである。市民が
蒙 むる被害 による社会的損失は,一 方で貨幣で弁
済可能な費用 と,他方 で死亡な ど,絶対的損失に
対す る補償費用がある。 こうした両者をたえず考
慮 に入れた社会的費用 の原因者負担原則を考 えて
おかなければならない。
だが現実には,社 会的費用の理論的,実 証的研
究はお くれてい る。例えば,自 動車運行の道路費
用,自 動車事故による生命,健 康 の損 傷 の 費 用
(医療費),被害を うけ る人間の労働力補完費用,
汚染費用,道 路混雑に よる社会的費用な どを どの
ように計測す るかである。 とくに大気汚染,騒 音,
振動,交 通混雑な どの自動車公害現象についての
市民の損害に対する社会的費用 は莫大なもの とい
え る。 この点,改 めて,自 動車 の社会的費用の計
測を示 してお く必要があ ると考える。 ともあれ,
具体的損害費用,損 害賠償費用,事 後的費用,人
間の精神的苦痛費用,将 来の回復費用,社 会復帰
費用,こ のための調査費用な ど総合的 な社会費用
の計測を試み るぺ きであろ う。 この点 の科学的根
拠,合 理性が どれだけ把握 できるか は困難であ る
けれ ども,そ れは今後 の自動車公害防止への経済
的補償問題 として重要な意味を もつであろ う。そ
うした社会的費用を税収のひとつ として位置づけs
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溶剤,原 料や溶媒 としてのヒ素,ホ ウ素 とい った科学物質
が百種類以上使われ,そ れはきわめて有毒であるといわれ
ている。この点の対策を急 ぐべぎであろ う。1987年4月公







r横浜市における光化学 スモッグ発生状況』(横浜 市 公
害対策局)1973年度,r大都市における自動車問題 に関
す る調査研究』(関西唐報セ ソタ 一ー)1974年度,r環境 ア

















年度,『横浜市における自動車公害に関す る基礎 研 究』
(横浜市公害研究所)1979年度,r神奈川県における社寺

























市 における自動車公害に関する基礎研究』(横浜市 公 害
研究所,1978年),横浜市 自動車問題研究会(代表,清水
嘉治)のr地 域交通環境 とまちづ くり』(同上,1981年)
横浜市自動車公害対策部会(部 会長,清 水嘉治)編r横
浜市における自動車公害対策の基本的あ り方 に つ い て
(報告)』1985年9月27日,(横浜市公害対策局)




在の大気汚染は「公健法」が発足 した昭和49年当時 と違 っ
て,硫 黄酸化物から窒素酸化物を中心 としたものへ変化
している」 と述べ,公 害健康被害補償制度 の認定患者は
61年11月現在で,39,194人にのぼっていまも増加 してい





対策 とくにデ ィーゼル車を中心 とす る自動車排 ガス規制
の強化を早急 に実現 してほ しいと3項 目を回答 した点を,
わた くしは評価 したい。神奈川県,横 浜市,川 崎市 も同
年1月31目,共同で環境庁に対して同じような 立 場 で
地域環境政策の展開 一83-
「慎重な対応」を求めた。 したがって環境庁はNQ・ の う。(1987年1月31日記)〔横浜市地域研究費補助金によ
大気汚染状況に対する・厳 しい対策を明示すぺ きであろ る研究成果の1部 である。〕
